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最近、経済学の考え方が、大 きく揺れているように思われる。それにもかかわらず、経済

学者 ・エコノミス トたちは、そのことを十分に意識 しているようには感 じられない。おそら

くそれは、問題が経済 と政治 との境界領域に生 じており、純粋 に経済学的な思考 には、な じ

みにくいところがあるためだろう。

本稿では、それをスケッチ風に探 ってみたい。ただ し、スケ ッチ風な考察であるため、以'

下の叙述はアカデ ミックな体裁 を取 らず、たとえば、引用文献や脚注な どは、あえていっさ

い省略する。いわば、そういう細かい点以前の ところに、問題が生 じているのではないかと

私が考えている というふうに、ご理解いただ きたい。

あるいは、問題 は非常に常識的であるにもかかわ らず、その重要性が非常に不十分に しか

理解 されていないのが現状で、そこに大 きな問題があると私が考えている とい うふうに、

言い換 えて もいい。

問題 は、経済 におけるケインズ経済学 と、政治における民主主義 とくに大衆民主主義 との、

接触点において起 こる。

経済 とは、基本的には、いうまで もな く需給関係すなわち需要 と供給の関係である。マク

ロ的には、総需要 と総供給 とは、事前的には、必ず しも一致す ることは保証 されず、一般 に、

(1)総 需要が総供給 を上 まわるケース と、逆 に、(2)総 供給が総需要を上 まわるケース と

がある。

(1)の ケースには、①ひとつの可能性 として、一般物価水準が上昇す る。物価が上昇す

ると、需要が減 り、供給が増 えて、事後的には需給ギャップがな くなる。これを 「価格調

整」 と呼ぼ う。それに加えて、② もうひとつの可能性 として、開放体系で輸出入がある場合

には、需給ギャップ分(す なわち需要超過分)だ け輸入が行われて、やは り事後的には需給

ギャップが解消する。この場合には、物価の上昇は避けられる。 これを 「数量調整」 と呼ぼ

う。

逆に、(2)の ケースには、①ひとつの可能性 として、一般物価水準が低下す る。物価が

低下すると、需要が増え、供給が減って、事後的には需給ギャップがな くなる。それに加え
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て、② もうひとつの可能性 として、開放体系で輸出入がある場合には、需給ギャップ分(す

なわち供給超過分)だ け輸出が行われて、やはり事後的には需給ギャップがな くなる。 この

場合には、物価の低下は避けられる。

「価格調整」の場合には、事前の総需要(実 質)と 総供給(実 質)と は、物価の変化 を通 じ

て、事後的には、事前のそれ とは異なった値 となる。他方、「数量調整」の場合には、事前

の総需要 と総供給 とは、事後的にもそのまま貫徹されて、需 給ギャップは輸出入を通 じて調

整 される。当然のこととして、「価格調整」 と 「数量調整」 とが併存することもある。その

ときには、需給ギャップの一部が 「価格調整」によって解消 し、残 りが 「数量調整」によっ

て解消す る。

以上を、簡単な数式で表現 してみよう。総需要は、

総需要≡国内需要+外 国か らの需要(=輸 出)

≡[消 費(C)+投 資(1)+政 府の財 ・サービス購入(G)]+[輸 出(X)]… …①

であり、総供給は、

総供給≡国内供給+外 国か らの供給(=輸 入)

≡国民総生産(GNP)+輸 入(M)… …②

である。

「価格調整」「数量調整」のどちらが行われるにしろ、総需要 と総供給 とは、事後的には必

ず等 しくなる。なぜなら、「総需要」は 「買い」の全体であり、「総供給」は 「売 り」の全体

だが、あらゆる取引は、「買い」であると同時に 「売 り」である。すなわち、「売 り」 と 「買

い」.とは、同一のコインの 「ウラ」 と 厂オモテ」 とにほかならないか らである。 したがって、

総需要≡総供給

であり、それゆえ、

国内需要+輸 出≡国内供給+輸 入

となる。移項すると、

国内需要一国内供給≡輸入一輸 出≡貿易赤字(本 式がプ ラスの場合)ま たは貿易黒字

(マイナスの場合)… …③

という重要な関係が得 られる。

以上では、国内で総需要 と総供給 とが一致 しないとき、「数量調整」の場合には、そのギ

ャップは、輸入 もしくは輸出を通 じて調整 されるといったが、 この③式では、そのことがき

わめて端的な形 を取って表現 されている。すなわち、 もし一国がその国内需要の管理を誤 っ

て国内供給を超過させた場合 には、その失敗は貿易赤字 として結果する。逆に、 もし一国が

国内需要を抑えぎみに運営 して丶それが国内供給を下まわるにいたった場合には、それは貿

易黒 字 を結 果 す る。

以 下 の 展 開 の 詳 細 は、 末 尾 の 【数 式 付 録 】 に譲 る こ と と し、 そ の 結 論 だ け を記 そ う。 結 論

は 、

(M-X)≡(1-S)十(G-T)、
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≡[投 資 ・貯蓄ギャップ]+[財 政赤字](本 式がプラスの場合。 もしマイナス

ならば、財政黒字)… …④

である。前パ ラグラフによれば、貿易収支を決めるのは、国内需要 と国内供給 との不一致だ

が、④式 は、そこで問題 となる国内需要 と国内供給 との不一致が、いったいどのような要因

によって生 じるのか、ということを示 している。

すなわち、国内需要が国内供給を上 まわるのは、①投資 とくらべて貯蓄が少ないためか

(そして、過小貯蓄 とは、過剰消費のことにほかな らない)、 そうでなければ、②財政が赤字

に陥っているためであるか、どちらかである。逆に、国内需要が国内供給に及ばないのは、

①投資 とくらべて貯蓄が多いためか(過 剰貯蓄 とは、過小消費のことにほかならない)、 そ

うでなければ、②財政が黒字を出しているためであるか、 どちらかである。

以上は、高度に教科書的な叙述 にす ぎない。い よいよ本論 に入ろう。問題は、二節冒頭へ

戻って、(1)総 需要が総供給を上 まわるケース と、逆 に(2)総 供給が総需要を上 まわる

ケース との うち、いったいどちらが現実により起こ りやすいのか ということであ り、ひ

いては、いったい経済学者 ・エコノミス トが、 どちらが現実により起こりやすいと考 えるの

か ということである。

この点、1929年 のウオール街パニ ックを契機 として起 こった世界大恐慌 と、それに続 く

1930年 代の長期不況 との影響は、 まことに大 きかった。その影響を経済学は、いまなお非常

に重 く引きずっている。その とき経済学は大 きく変化 し、そのころ誕生 したケインズ経済学

が、いまなお経済学者 ・エコノ ミス トの思考 を大 きく支配 している。いうまでもな くケイン

ズは、(1)の ケース よりは(2)の ケースのほうを、はるかに起 こ りやすい と考 えた。彼

は(2)の ケースを、いわば常態 と考えた。

そ して彼 は、(2)の ケースで生 じる問題、なかで も長期不況の 「不完全雇用均衡」で発

生する多量の失業者の存在 を、資本主義経済の存立その ものをす ら脅か しかねないものと考

えた。放 っておけば、多量の失業者 を抱 えたままで、「不完全雇用均衡」 に落ち着いて(す

なわち、「均衡」 して)し まいかねない経済 を、そうさせないようにす るためには、事前的

な総需要が事前的な総供給 を上 まわるような状況を人為的につ くり上げて、「数量調整」に

よって 「国内供給」を引っ張 り上げる必要がある。

なお、以上の説明では、事前的な総需要が事前的な総供給 を上 まわる場合には、需給ギャ

ップの調整は、貿易赤字によってなされることになっている(=③ 式お よびその説明を見

よ)。 しか しそれは、か りに事前的な需要が事前的な供給 を上まわって も、そのギャップ を
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埋めるような国内供給 ・国内生産の増加が、ただちには行えない一 という前提 に立 っての

議論である。

しか し、この前提は、1930年 代のような深刻な不況で、経済が膨大な余剰生産能力 をもっ

ている場合 には、必ず しも妥当 しないだろう。 したがって、膨大な余剰生産能力がある場合

には、需給ギャップの発生は、輸入を増やすよりはむ しろ、国内供給を増や し、雇用 を増や

すだろう。これが、ケインズ自身が想定 したケースだ と考 えられ る。これを、いまか りに

「純粋ケインズ ・ケース」と呼ぶことにしよう。

だが、 これ,を逆にいうと、ケインズ自身が想定 したのは、かなり特殊なケースだと考えら

れる。大 きな余剰能力が存在 しない場合には、需給ギャップが発生 して も、ただちに生産 を

増やすことは、必ず しも容易ではないだろう。少な くとも、そうす るためには、生産 コス ト

のかなりの上昇 を覚悟 しなければならないにちがいない。

ケインズ自身が勧告 したのは、④式:

(M-X)≡(1-S)十(G-T)

≡[投資 ・貯蓄ギfiッ プ]+[財 政赤字](本 式がプラスの場合。 もしマ イナス

ならば、財政黒字)… …④

において、貯蓄を 「悪徳」視 し消費を 「美徳」視 して右辺第一項のSを 減 らし、(1-S)を

より大 きくするとともに、「均衡財政の神話」を打破 して、右辺第二項の(G-T)を より大

きくすることであった。④式そのもので は、それはただ 厂貿易赤字」(M-X)を 増大 させ

るだけだが、上述の とお り、膨大な余剰生産能力 を抱 える 「純粋ケインズ ・ケース」では、

それは能力の稼働率を高めて、国内供給 ・雇用の増大 をもたらすことができた。

四

第二次世界大戦後には、上で 「純粋ケインズ ・ケース」 と呼んだ ように、失業率が高 く遊

休設備が多 くて、経済に膨大な余剰生産能力があるような状況は、比較的少なかった。 した

がって、国内の超過需要ギャップは、国内供給を増や し、雇用 を増やす方向に作用するより

は、む しろ、輸出を上まわる輸入を誘発する方向に作用する蓋然性のほうが、 より大 きかっ

たように思われる。

そういう場合には、上出の④式:

(M-X)≡(1-S)十(G-T)

≡[投資 ・貯蓄ギャップ]+[財 政赤字](本 式がプラスの場合。 もしマイナス

ならば、財政黒字)… …④

で指摘 したような傾向が、 もろに表面化 しやすい。すなわち、事前的な需給ギャップが、貿
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易赤字の発生 という形で調整 されることが、多 くなる。

しか も、いまやケイシズ主義は 「常識」化 して、か りに万能の神の目か ら見れば、必ず し

も必要がない場合で も、頻用されることとなった。そしてそこには、大衆民主主義のほとん

ど宿命的な 「弊害」が、はっきりと見て取れる。

すなわち、「得票強大化」を目標 とす る政治家 にとっては、つね に減税 を約束 し、政府支

出の増大による行政サービスの増大を 「公約」 して、選挙民に 「迎合」することは、明 らか

にもっとも合理的な行動だろう。それは、④式の右辺第:2項 において、 さもない場合 よりも、

Gを より大 きくし、Tを より小さ くする。その結果、(G-T)が プラスの価を取れば、それ

はいうまで もなく財政赤字である。そ して、財源のあてもないままに政府支出が増大を続け

れば、財政 もしくは政府の肥大化 と財政赤字の恒常化 とは、ほとんど避 けられない。

そういう傾向を防止するために、 しばしばその必要性が強調 されるのは、政治(家)の リ

ーダーシップである。 しかし、それは、政治家に 「得票極大化」 目標 を放棄 し、選挙での落

選 を目標 として行動 しろと要求するに等 しく、率直にいって 「きれいごと」にす ぎない。そ

の意味で、(大衆)民 主主義はほとんど致命的な欠陥を持 っているのである。

この欠陥を是正するために、せめて補助的な手段で もないものか と、誰 しも考えるにちが

いない。そういうものとしてただちに思 い浮かぶのは、ケインズ主義が到来する以前、財政

すなわち政府の規模 は小 さければ小 さいほどいいという 「安い政府」「小さい政府」の迷信

と、財政 は絶対に均衡 しなければならないという 「均衡財政」の迷信 とが、かな りの影響力

で世 を支配 していたことである。

しか し、そういう迷信を木っ端微塵 に粉砕 して しまったのが、ほかな らぬケインズ主義の

到来であった。そ して迷信ない し神話 というものは、いったん粉砕 されれば、その再興は不

可能に近い。思 えば天才ケインズ も、才気 にまかせて、ずいぶん罪なことをしたものである。

五

事実、現代の主要国家で、財政の悪化すなわち財政赤字に悩 まない国は、ほとんど皆無で

ある。そ して、④式に見るとお り、財政赤字は、貿易赤字の重要な一因となるが、現代の主

要国家で、貿易赤字に悩 まない国はほんとうに珍 しい。(か つて私 は、わが 日本 を含むそう

いう国を、絶滅に瀕する珍鳥 ・朱鷺になぞらえたことがある。)

④式 において、か りにその右辺第2項(G-T)が プ ラスであり、財政が赤字 を出 していて

も、 もし右辺第1項(1-S)が マイナスの値 を取 り、かつその絶対値が前者の絶対値 を上 まわ

れば、式全体はマイナスの値 を取 り、貿易収支は黒字 となる。近年の日本が、まさにそうい

う状況に当たる。そしてそれは、 日本人が貯蓄心旺盛で、投資(1)を 上まわる巨額の貯蓄(S)
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をしているためである。そういう珍鳥は、大いに珍重されてしかるべ きだ と思われ るが、現

実には日本は、内需拡大や市場開放 ・規制緩和に関する努力不足を、アメリカから口を極め

て非難されている。

③式 ・④式からも明 らかだし、事実経過を回顧 してみて もそのとお りだが、 日米貿易不均

衡は、基本的にはアメ リカ自身のあまりに 「規律」を失 ったマクロ経済運営の結果 にほかな

らず、そこにうかがわれ るのは、(大 衆)民 主主義の致命的な欠陥であ り、それとケインズ

主義 との 「野合」である。ケインズ主義は、 もとは といえば資本主義 を重症の病から救った

カ ンフル注射であったが、それを誤 って常用 した結果、資本主義はいまや重症の慢性病に罹

って しまったのか もしれない。

ふたたび④式に戻れば、貿易赤字 をファイナ ンスするのは
〉 日本を含む 「ふつうの国」に

とっては、外国からの借金にほかならず、借金は無限にはできないか ら、そこにはおのずか

らブレーキがかかるのに対 して、ひとりアメ リカだけは、基軸通貨国 としての特権 を悪用 し

て、このブ レーキを免れている。その結果生 じた 「ドル安」(日 本でいう 「円高」)で 、すで

.に日本を含む諸国は多大の迷惑を被ったが、'もし現状がその まま続 く場合には、恐るべ き破

局の到来が心配 される。その ときには、アメ リカ自身を含む世界中の国 ぐにが、大混乱に陥

るだろう。

【数式付録】

本文(二 節)で 述べたとお り、総需要は、

総需要≡国内需要+外 国か らの需要(=輸 出)

≡[消費(C)+投 資(1)+政 府の購入(G)]+[輸 出(X)]… …①

であ り、総供給は、

総供給≡国内供給+外 国からの供給(=輸 入)

≡国民総生産(GNP)+輸 入(M)… …②

である。

.これ も本文で述べたとお り、事後的には必ず、

総需要≡総供給

だか ら、①②両式から、

国内需要+輸 出≡国内供給+輸 入

となる。移項す ると、

国内需要一国内供給≡輸入一輸 出≡貿易赤字(本 式がプ ラスの場合)ま たは貿易黒字

(マイナスの場合)… …③

という重要な関係が得 られる。
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本文では、国内で総需要 と総供給 とが一致 しないとき、「数量調整」の場合 には、そのギ

ャップは、輸入 もしくは輸出を通 じて調整されるといったが、この③式では、そのことがき

わめて端的な形 を取って表現されている。すなわち、 もし一国がその国内需要の管理 を誤っ

て国内供給 を超過させた場合には、その失敗は貿易赤字 として結果する。逆に、 重し一国が

国内需要 を抑 えぎみに運営 して、それが国内供給を下まわるにいたった場合には、それは貿

易 黒 字 を結 果 す る。

以 上 の 関 係 を さ ら に展 開 して み よ う。 い ま政 府 は、 国 民 所 得(Y)か ら、 そ の 一 定 割 合

(t)を 租 税 と して 徴 収 す る とす れ ば、 政 府 の 税 収Tは 、

T=tY

で あ る。 そ して政 府 は、 こ の税 収 を財 源 と して 、 行 政 に 必 要 とす る さ ま ざ まな 財 ・サ ー ビス

を購 入 す る。

税 引後 の 国 民 の 可 処 分 所 得 は

Y-T=Y-tY=(1-t)Y

で あ る。 そ して 国 民 は、 可 処 分 所 得 の うち あ る一 定 割 合cを 消 費 に向 け、 残 り(1-c)を 貯

蓄 に 向 け る とす る と、

消 費(C)=c× 可 処 分 所 得=c(1-t)Y

貯 蓄(S)=(1-c)× 可 処 分 所 得=(1-c)(1-t)Y

で あ る。

これ らの 関係 を用 い て 前 出 の ① 式 を書 き換 え る と、

総 需 要 ≡[C十1十G]十[X]

=c(1-t)Y十1十G十X

と な る。 他 方 、 総 供 給 は 、

総供 給 ≡GNP+M

だ が 、 い ま 国民 所 得(Y)と 国 民 総 生 産(GNP)と は 等 しい と仮 定 す る と(実 際 は、GNP

とYと の 差 は、 定 義 に よ って 資 本 減 耗 分 に等 しい)、

総 供 給 ≡Y+M

とな る。 総 需 要 と総供 給 とは、 事 後 的 に は つ ね に等 しい か ら、

c(1-t)Y十1十G十X=Y十M

で あ る。

こ の 式 を移 項 し、 変 形 す る と、

c(1-t)Y十1十G十X-T十T=Y十M

(M-X)=[c(1-t)Y十1十G-T十tY]一Y
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=c(1-t)Y十1十(G-T)一(1-t)Y

=[1一(1-c)(1-t)Y]十(G-T)

(1-S)十(G-T)

≡[投 資 ・貯 蓄 ギ ャ ップ]+[財 政 赤 字]… …④

こ れ は 非 常 に 印象 的 な 関 係 で あ る。 す な わ ち 、③ 式 に よれ ば 、 貿 易収 支 に不 均 衡 が 生 じ る

の は、 国 内 需 要 と国 内供 給 とが 一 致 しな い場 合 だ が 、 こ れ に加 え て④ 式 は、 そ れ で は 国 内 需

要 と国 内供 給 との不 一 致 は、 い っ た い どの よ うな 要 因 に よ って 生 じ るの か を、 明 らか に

して い る。 それ に よれ ば 、 も し投 資 が貯 蓄 を上 まわ っ た り、 財 政 が 赤 字 に陥 っ た りす る と、

国内需要は国内供給 を超過するし、逆 に、 もし投資が貯蓄 を下まわった り、財政が黒字 を出

したりすると、国内需要は国内供給に及ばない。
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